
 

 

放課後児童健全育成事業助成要綱  

 

【趣 旨】 

第１条 この要綱は、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童（以

下「放課後児童」という。）に対し、授業の終了後等に、適切な遊び及び生活の場を与えてそ

の健全な育成を図るために実施する放課後児童健全育成事業（以下、「事業」という）に対し

て助成費を交付することについて必要な事項を定める。 

  なお、放課後児童健全育成事業助成費の交付については、地方自治法（昭和 22 年法律第 67

号）、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）、神戸市補助金等の交付に関する規則（平

成 27 年３月神戸市規則第 38 号。以下「補助金規則」という）の定めによるほか、この要綱

の定めるところによる。 

 

【助成の対象】 

第２条 助成の対象となる者は、次の各号のいずれかに該当する事業を実施する者（以下、

「助成事業者」）とする。 

（1）地域の住民等（放課後児童健全事業に活用できる施設を有さない特定非営利活動法人等を

含む。）が自主的に地域活動の一環として実施する事業 

（2）社会福祉法人が社会福祉施設等を活用して実施する事業 

（3）学校法人等が幼稚園等を活用して実施する事業 

 

【助成の要件】 

第３条 助成の対象となる事業は、次の各号を満たすものとする。 

(1) 放課後児童を対象とし、原則として１日 10 人以上の児童を育成していること。ただし、  

５人以上 10 人未満の場合で、市長が特に必要と認めるときは、この限りでない。 

(2) 市長に事前協議した場所であるとともに、地域住民の理解と協力を得られる場所で実施さ

れていること。 

(3) 公開性、公平性を有すること。 

(4) 第４条に規定する設備及び運営の基準に適合すること。 

(5) 保護者から徴収する利用料が、おおむね月額 20,000 円を超えないこと。 

(6) 新たに実施しようとする場合は、原則として当該小学校区に他の公設学童保育施設及び本

要綱に基づき助成を受ける学童保育施設が存在しないこと。 

   ただし、既設の小学校区においても、既設施設が「神戸市放課後児童健全育成事業の設備

及び運営に関する基準を定める条例」（以下、「条例」という。）に定める面積基準を下回

るおそれがある場合などで、市長が特に必要と認める場合は、この限りでない。 

(7) 放課後児童健全育成事業の安定した運営が可能な人的能力及び経済的基礎を有すること。 

 



 

 

【設備及び運営の基準】 

第４条 設備及び運営の基準については、次のとおりとする。 

(1) 条例に定める基準を満たしていること。 

(2) 設備の基準 

  ア 事業実施中児童が専用的に使用できる育成室を有すること。なお、育成室の面積は、

児童１人につきおおむね 1.98 平方メートル以上であること。ただし、平成 27 年４月１

日時点で、既に放課後児童健全育成事業を実施していた場合については、児童１人につ

きおおむね 1.98 平方メートルを目指して実施場所を確保するよう努めることとし、当分

の間は児童１人につきおおむね 1.65 平方メートル以上であること。 

また、手洗い場、簡単な調理スペース及び便所のほか事業の実施に適当な設備を有す

ること。 

  イ アに定める設備については、特に、児童の保健衛生及び安全確保の見地から支障   

がないものであること。 

(3) 運営の基準 

  ア 事業運営委員会が設置され、管理運営の責任体制が明確であること。ただし、法人が

運営する場合については、理事会をもってこれに替えることができる。 

  イ 事業運営委員会は、委員５名以上をもって組織し、その委員は、地域における次   

のような関係者のうちから選任するものとする。ただし、保護者代表の数は、委員   

総数の３分の１を超えてはならない。 

    自治会、婦人会、子ども会等地域の代表、民生委員、児童委員、主任児童委員、   

小学校教諭（校長、教頭含む）、ＰＴＡ代表、保護者代表、その他児童の健全育成   

に理解と熱意を有する者。 

  ウ 管理責任者及び条例に規定する放課後児童支援員（ただし、支援の単位ごとに放課後

児童支援員のうち１名を除き補助員で可。）（以下「放課後児童支援員等」という。）

が配置されていること。 

  エ 時間は、平日は１日おおむね４時間以上、土曜日・学校休業日は１日おおむね８   

時間以上であること。地域の状況により土曜日に開設しない場合の運営費については、

第５条第１号で定めるものとする。 

 

【対象経費】 

第５条 助成の対象となる経費は、別表１のとおりとする。 

 

 

【助成金の額等】 

第６条 助成費は、別表２の基準によることとし、それぞれ該当各号に掲げる額を上限として、

予算の範囲内で交付する。 

 



 

 

【申 請】 

第７条 助成事業者は、毎年度放課後児童健全育成事業助成費交付申請書（様式第１号・様式

第１号－２）を市長に提出しなければならない。 

 

【決 定】 

第８条 市長は、前条の規定に基づく申請があった場合は、これを審査のうえ、助成の適否を

決定する。 

２ 適否については、その決定後速やかに助成事業者に対し、放課後児童健全育成事業助成費

交付承認・不承認決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

 

【概算払の請求】 

第９条 助成金は、交付決定した金額の全部または一部について概算払することができる。た

だし、次の各号に掲げるものを除く。 

（１）施設維持費のうち耐震改修、修繕費 

（２）衛生・安全対策費 

（３）認定研修助成費 

（４）県警ホットライン設置助成費 

（５）ICT システム助成費 

（６）その他市長が定める経費 

２ 助成事業者は、概算払を受けようとするときは、放課後児童健全育成事業助成費概算払請

求書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

３ 前項の請求があったときは、市長は速やかに助成金の全部または一部を概算払により支払

うものとする。 

 

【事業の変更等】 

第10条 助成事業者は、補助金規則第７条第１号に掲げる承認を受けようとするときは、助成

金交付決定内容変更承認申請書（様式第１号－３）を、同条第２号に掲げる承認を受けようと

するときは、助成事業中止（廃止）承認申請書（様式第１号－４）を、市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、当該申請に係る書類の内容を審査し、承認すること

が適当であると認めたときは、その旨を助成金交付決定変更通知書又は補助事業中止（廃止）

承認通知書により、助成事業者に通知するものとする。 

３ 助成事業中止（廃止）の通知を受けたときは、助成事業者は、対象外となった日の属する

月の翌月から当該年度の３月までの期間に相当する助成費（ただし、施設維持費、衛生・安

全対策費、認定研修助成費、県警ホットライン設置助成費、ICTシステム助成費、その他市長

が特別に必要と認めた経費を除く）を月割り（100円未満切捨て）により返還しなければなら

ない。 

 

 



 

 

【実績報告】 

第11条 助成事業者は当該助成事業終了後、速やかに次に掲げる書類を添えて市長に報告しな

ければならない。 

(1) 放課後児童健全育成事業実施報告書（様式第４号） 

(2) その他市長が必要と認める書類 

 

【交付額の確定】 

第 12 条 市長は第 10 条の規定による実績報告を受けた場合は、その内容を審査し、助成金の

交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、助成金交付額を確定し、放

課後児童健全育成事業助成費確定決定通知書（様式第２号－１）により、助成事業者に通知す

るものとする。 

 

 

【助成金の精算】 

第13条 市長は、第９条に基づき概算払で助成金を交付した助成事業者について、確定した助

成額が、交付済みの助成額よりも少ない場合は、助成事業者に対して当該差額について返還を

命ずるものとする。 

２ 助成事業者は、前項の返還の請求があった場合は、市長が定める期日までに支払わなけれ

ばならない。 

 

【請 求】 

第14条 助成事業者は、助成金の交付を受けようとするときは、放課後児童健全育成事業助成

費交付請求書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の請求があったときは、市長は速やかに助成金を助成事業者に支払うものとする。 

 

【報 告】 

第15条 助成事業者は、放課後児童健全育成事業月報（様式第５号）により翌月の５日までに

市長に報告しなければならない。 

ただし当該年度３月分については、３月末事業終了後速やかに報告しなければならない。 

 

【調 査】 

第 16 条 助成事業者は、その助成金に係る収支を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出

について証拠書類を整理し、５年間保管しておかなければならない。 

２ 市長は、助成事業者に対して助成費の執行状況について報告を求め、又は帳簿書類その他

必要な物件を調査することができる。 

 

【取り消し及び返還】 

第17条 市長は、補助金規則第19条による助成金の交付決定の全部又は一部を取消したときは、

速やかにその旨を放課後児童健全育成事業助成費交付決定取消通知書（様式第２号－５）によ



 

 

り、当該助成事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付を取消した場合において、既に助成金を交付して

いるときは、期限を定めて助成金を返還させるものとする。 

 

【法令との関係】 

第18条 事業を実施するにあたっては、児童福祉法、条例等関係法令の規定に従わなければな

らない。 

２ 前項のうち児童福祉法により届出等が必要なものは、神戸市放課後児童健全育成事業の届

出等に関する要綱に基づいて行わなければならない。 

 

【施行の細目】 

第19条 この要綱の実施について必要な事項は、主管局長が定める。 

 

 付 則 

この要綱は、昭和47年７月20日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和48年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和49年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和50年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和51年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和52年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和53年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和54年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和55年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和56年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和57年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和59年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和60年４月１日から施行する。 



 

 

 付 則 

この要綱は、昭和61年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和62年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、昭和63年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成元年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成２年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成10年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成11年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成12年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成13年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成14年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成15年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

 付 則 



 

 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成29年10月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成30年10月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成30年12月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、令和２年２月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年９月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和４年３月１日から施行する。 



 

 

ただし、第４条１項13号及び14号の規定は、令和４年４月１日から施行とする。 

付 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 



別表１  助成対象経費

対象経費

(1) 運営費

放課後児童支援員等の報酬等に要する経費（ 平成25年度の報酬に対する処

遇改善分を 含む） 及びその他施設の管理運営に直接必要と する 経費（ ただ

し 、 衛生・ 安全対策費及び認定研修助成費を 除く ）

(2)    賃料助成費
施設等借上に要する 経費（ 家賃相当額であり 管理費、 共益費、 光熱水費等

を 除く ）

(3) 障害児受入加算 障害児を 受け入れるにあたり 、 体制を強化するのに必要な経費

(4) 要配慮児受入加算

障害児受入加算対象（ 療育手帳、 障害者手帳、 こ ども 家庭セン タ ーの判定

書の所持、 特別支援学級に在籍等） ではないが、 座っ て話を聞けない、 外

に飛び出し てし まう 等の意思疎通を 図る こ と が困難な児童へ対応するため

の経費。 ただし 、 前項で障害児受入加算を受けている 施設は対象と し な

い。

(5) 早朝加算

学校休業日または土曜日に午前8時から 開設する 場合の放課後児童支援員

等への報酬等に要する経費及びその他施設の管理運営に直接必要と する 経

費。 （ ただし 、 衛生・ 安全対策費及び認定研修助成費を除く 。 ）

(6) ⻑ 時間開設加算

午後６ 時を 越えて開設する場合の放課後児童支援員等への報酬等に要する

経費及びその他施設の管理運営に直接必要と する 経費（ ただし 、 衛生・ 安

全対策費及び認定研修助成費を 除く ）

(7) 放課後児童支援員キャ リ アアッ プ処遇改善

常勤の放課後児童支援員を対象と し て、 経験等に応じ た処遇改善を 行う た

めに必要な経費(助成内容等の詳細については「 放課後児童支援員キャ リ

アアッ プ処遇改善交付要領」 に定める。 )

(8)  ICTシステム助成費 来退所管理等を目的と し たICTシステムの導入に要する 経費

(9) 施設維持費 施設移転費、 耐震改修、 災害による 破損部分の修復や防災対策に伴う 経費

(10) 学習支援加算

実施時間内において、 学童保育利用者を 対象に宿題の見守り 等の学習支援

を 実施する ための必要な経費（ 学習支援員の人件費や、 学習支援に必要な

備品費と W i-Fi 等の維持に係る 経費）

下記の要件に該当する施設において、 小学校から 学童保育へ往来の際に送

迎支援を実施するこ と で安全確保を 図る ために必要な経費（ 送迎支援を 行

う 職員等に係る 人件費や公共交通機関を 利用し 職員等が付き 添う 場合の交

通費（ 児童分は除く 。 ）

ア. 学校から 学童保育施設まで一定以上（ 概ね600ｍ以上） 距離が離れてい

る 場合

イ .学童保育施設への往来途中、 交通量が多い等危険を 伴う 場合

ウ.その他送迎支援を実施せざる をえない特別の事情がある 場合

(12)  処遇改善臨時特例事業費

学童保育に従事する 全職員を対象と し て、 処遇改善を 図る ために必要な経

費（ 助成内容等の詳細については、 「 処遇改善臨時特例事業交付要領」 に

定める 。 ）

(13) 衛生・ 安全対策費 放課後児童支援員等の健康診断に要する 経費

(14) 認定研修助成費 都道府県等が行う 放課後児童支援員研修受講に要する 経費

(15)  県警ホッ ト ラ イ ン設置助成費
防犯・ 安全対策のため、 県警ホッ ト ラ イ ンを 新たに設置する場合に要する

経費

(16) その他市⻑ が特別に必要と 認めた経費

(11) 送迎支援加算

項目



別表２  助成金の額

【 概算払】

項目 金額 備考

児童5人以上10人未満 1,378,000

児童10人以上20人未満 2,053,000

児童20人以上41人未満 4,194,000

児童41人以上81人未満 4,420,000

児童81人以上 6,153,000

児童5人以上10人未満 1,378,000

児童10人以上20人未満 1,641,000

児童20人以上41人未満 3,356,000

児童41人以上81人未満 3,537,000

児童81人以上 4,840,000

全額

上限1,500,000円
(年額賃料-500,000円)

×1/2+ 500,000円

1,956,000

3,912,000

職員1人配置 3,912,000

職員2人以上配置 5,868,000

職員1人配置 3,912,000

職員2人配置 5,868,000

職員を 3人以上配置 7,824,000

(4)要配慮児受入加算 1施設あたり 978,000

28,780

54,220

83,000

346,000

延⻑ 登録1人 678,000

延⻑ 登録2人 639,000

延⻑ 登録3人 599,000

延⻑ 登録4人 559,000

延⻑ 登録5人 518,000

延⻑ 登録6人 479,000

延⻑ 登録7人 439,000

延⻑ 登録8人以上 419,000

放課後児童支援員 1人あたり 131,000

経験年数5年以上で一定の研修を

受講し た放課後児童支援員
1人あたり 263,000

経験年数10年以上で一定の研修を

受講し 、 事業所⻑ 的立場の放課後

児童支援員

1人あたり 394,000

導入費 1施設あたり 上限1,415,000

維持費 1施設あたり 264,000 定額で助成

(9)施設維持費 施設移転費

受入れ可能児童数増、 または防

災対策を 目的と し た施設移転費

※移転前施設の原状回復費、 移

転先の礼金・ 改修費などの準備

経費を 含み、 敷金を 含まない。

2,500,000 一度のみ

人件費等 1施設あたり 458,000

W i-Fi設備の維持費用 1施設あたり 178,000

(11) 送迎支援加算 人件費等 1施設あたり 507,000

(12)処遇改善臨時特例事業費 1施設あたり 11,000円×対象職員数×実施月数

【 実績払】

項目 金額 備考

(13)衛生・ 安全対策費 4,300

25,440

50,880

50万円以上100万円未満 500,000

100万円以上200万円未満 800,000

200万円以上300万円未満 1,100,000

300万円以上 1,300,000

修繕費
災害による破損部分の修復、 防

災対策に限る
100,000

(15)県警ホッ ト ラ イ ン設置助成費 新たに設置する場合のみ 1施設あたり 63,000 設置費用の半額

(16)その他市⻑ が特別に必要と 認めた経費 400,000

19時まで

19時以降

対象者1人の場合

対象者2人の場合

(6)⻑ 時間開設加算

(14)認定資格研修助成費

区分

年額賃料が500,000円以内の場合

年額賃料が500,000円を超える場合

障害児１ ~ 2人

障害児3人~ 5人

全日開設

土曜日に開設し ない場合

(5)早朝加算

(1)運営費

(2)賃料助成費

(3)障害児受入加算
障害児6人~ 8人

障害児9人以上

学校休業日及び土曜日両日実施

学校休業日のみ実施

土曜日のみ実施

耐震改修費 一度のみ

(9)施設維持費

区分

1施設919,000円を上限と する

放課後児童支援員等1名あたり

(7)放課後児童支援員

キャ リ アアッ プ処遇改善

(8)ICTシステム助成費

(10)学習支援加算


